
文部科学省 





番号 制度名

文科01 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた税制上の所要の措置

文科02 2019年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要の措置

 文部科学省

-101-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「海外からの2020東京大会関連者の受入れ等に関して、税制面
で必要な措置を講じ、円滑な準備及び運営を実現する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   平成32年に予定されている東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「2020東京大会」という。）の開催に伴い、国際オリンピック委員会（IOC）、国際パラリンピック委員会（IPC）関係者をはじめ、選
手、放送関係者等の個人・団体の関係者について、2020東京大会の円滑な準備及び運営の趣旨を踏まえ、関連する所得を法人税の課税所得としないこと等、税制上の所要の措置を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   2020東京大会の開催に際して、大会に参加する選手及び大会をサポートする全てのスタッフ等が最高のパフォーマンスを発揮できるように体制を整える。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29文科01） （評価実施府省：文部科学省）

   2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

【H29 文科01】-102-



【H29 文科01】

-103-



 
 

 

【H29 文科01】-104-



 

【H29 文科01】

-105-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 ー － － － ー － － － ー － － － ー ー － － －

H31 1 － － － ▲3,680.0 － － － ▲1,600.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「RWC2019の開催に関して、税制面での必要な措置を講
じ、円滑な準備及び運営を実現する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   2019年に開催されるラグビーワールドカップ大会の円滑な準備及び運営の際に、大会関係者（ラグビーワールドカップリミテッド）に支払われる大会保証料について、国内源泉所得の対象とならないよう所要の処置
を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   RWC2019の開催に際して、海外在住のRWC2019大会関係者に支払われる大会保証料に関して、税制面で必要な措置を講じることを通じて、RWC2019の円滑な準備及び運営を支援する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29文科02） （評価実施府省：文部科学省）

   2019年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

【H29 文科02】-106-



【H29 文科02】

-107-



 

 
 

 

 
 

 

【H29 文科02】-108-



 

 
 

 

 
 

【H29 文科02】

-109-



 

 
 

【H29 文科02】-110-
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